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 わが国では、安倍総理によるアベノミクスと呼ばれる、金融緩和、積極的

な財政出動、さらにわが国の産業構造までも変えようと志向する成長戦略と

いう三本の矢によって、長期間の経済低迷からの脱却に挑戦している状況

にあります。2014 年央時点においては、一定程度の評価ができる成果をあ

げていると考えます。2014 年 6 月に改訂された「日本再興戦略」に盛り込ま

れた政策をいかにスピーディに効率的に実施に移すかが問われているとい

えます。一方で世界を見渡すと、株式市場での好況感の広がりは認められ

るものの、先 進 国 および新 興 国 のどちらも多 くの社 会 経 済 問 題 を抱 え、今

後の順調な発展に陰 りが出てきているという状況とも言えます。特 に、経済

のグローバル化が急 進する中で、他 国の不 安 定 性がわが国の経 済にも大

きく影響を与えることが見られ、より一層の知恵ある活動が求められています。

更 に、世 界 各 地 において政 治 外 交 面 の緊 張 がたかまっており、経 済 面 等

への悪影響が懸念される状況となっています。 

この状況を真正面から捉え、関西地域の発展戦略、さらに、わが国を取

り巻くアジア太平洋地域とのより良い連携はどうあるべきかを、皆様と共に考

えることが、私共、アジア太平洋研究所のミッションであります。本研究所は

2011 年に活動をスタートさせ、2013 年 4 月には、うめきた・ナレッジキャピタ

ルに活動拠点を移し、研究活動の拡大だけでなく、2014 年 5 月 12 日の立

命館アジア太平洋大学（APU）との連携に関する MOU 締結など他の機関と

の連携協力も積極的に行い、ナレッジキャピタルのポテンシャルを最大に活

用しようと挑戦しています。新たな知 恵の創 造こそが、この関西 を飛躍 させ

る原動力になるとの思いは、ますます強くなっています。 

2014 年の関西経済白書では、「KANSAI 発のイノベーションとは何か」と

いうテーマを持ち、日系企業とアジアのバリューチェーンやビジネスインフラ、

TPP などをまとめています。さらに、関西経済長期低迷の要因解明に取組

み、今後関西の経済発展の牽引車となるイノベーションをどのように創出し

たらよいのかなどを論じました。白書には、関西の発展に資する多くの提案、

知見、ヒントを含んでおり、関西のより一層 の発展に挑戦する、全ての方々

に活用していただけるものだと確信しております。 

 最後に、本白書の刊行にあたり、ご協力を頂きました関係各位に心より感

謝の意を表したいと思います。 
2014 年 9 月 

 

 







本白書の編集体制 

 
本白書を刊行するにあたり、学識者による白書編集委員会を設置しました。委員会で、

白書の全体構成、調査内容等を検討したうえで、各章の担当者によって研究会などを実

施し内容の充実に努めました。 
 
＜白書編集体制＞（五十音順） 

委員長  稲田 義久 当研究所研究統括、甲南大学経済学部教授 

副委員長 林  敏彦 当研究所研究統括、大阪大学名誉教授 

編集委員 阿部 茂行 同志社大学政策学部教授 

     大野  泉 政策研究大学院大学政策研究科教授* 
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     鈴木洋太郎 大阪市立大学商学部教授* 

     森  剛志 甲南大学経済学部教授* 

 
 
 
 
注）本書の地域区分は断りのない限り、以下の通りです。 
関西：福井県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県 
関東：茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、山梨県 
中部：長野県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県 
全国：関西、関東、中部を含む全都道府県 
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2014 年版 関西経済白書 刊行にあたって 
 

本年の関西経済白書は、第Ⅰ部「アジア太平洋は、いま」、第Ⅱ部「関

西経済：自信と輝きを取り戻せるか」の２部構成からなり、白書の副題を、

「KANSAI 発のイノベーションとは何か」とした。関西経済に独自のイノ

ベーションの展開が喫緊の課題であると、われわれは考えている。この意

識に沿って各章の分析が展開されている。 

関西経済は長期の低迷から脱することが出来ないといわれてきたが、白

書Ⅱ部では徹底的にこの分析を行った（6 章）。われわれの推計によれば、

関西圏の技術進歩率はその減速が高度成長後にはっきりし、バブル崩壊後

の 20 年にほとんどゼロまで低下した。このため、関西経済の先行きにつ

いて悲観一色かというとそうでもない。経済成長率は資本、労働、技術進

歩の動向で説明できるが、関西経済にはまだ労働供給の面で成長率の伸び

代があることがわかった。特に女性の就業率の低さである。アベノミクス

が主張するように女性の労働参加を促進することで成長率を引き上げよ

うという議論は関西にとって最もふさわしい。 

関西でイノベーションが枯渇したのかという問いに対して、個別成長企

業の実態把握を行い、関西のイノベーションをクローズアップした。また

イノベーション加速化のための処方箋を検討し、マネジメント人材の重要

性を強調している（7 章）。 

産業が成長を牽引できるためには、市場の成長性が見込めるとともに、

市場の規模が重要であり、また関西独自のブランド競争力を確保できるこ

とが重要である。そのような観点から、アジアに輝ける有望な成長牽引産

業を分析している（8 章）。 

今年度の白書の展開に当たっては、人口問題の重要性を強く意識した

（トピックス）。というのも関西では高齢化のスピードは全国よりも速く、

この問題は多くの領域でより鮮明に影響を与えるからである。 

われわれは、国内市場が縮小化の傾向を示す中で、いかに付加価値生産

性を高め、人々の生活水準を維持向上させていくかという問題に対して、

その解決策は、成長するアジア太平洋経済との関連と国内市場の開拓に求

めるほかないと考えている。 

そのため、Ⅰ部では、アジア太平洋の視座から各国事情（特に中国、米

国、韓国及びフィリピン）を定点観測しながら、貿易を通して関西経済と

のかかわりを考えている（1 章）。またアジアのビジネス・インフラ（2 章）

とアジアのバリューチェーンに焦点を当てた分析が行われている（3章）。

これらは海外展開を目指す企業やそれをサポートする自治体にとって重

要な情報を提供してくれることが期待される。 

 

2014 年 9 月               白書編集委員長 稲田義久 





 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

第１章 アジア太平洋各国事情 

 

第２章 アジアのビジネス・インフラ 

 

第３章 日本企業とアジアのバリューチェーン 

第Ⅰ部 

アジア太平洋は、いま 
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ＣＤ－ＲＯＭ 取扱説明書 

○収録内容 

・このＣＤ－ＲＯＭには、「関西経済白書（2014年版）」の資料編Ⅰの「データでみる関西」に 

掲載されている図表およびデータ（Excel書類）が収録されています。 

 

○動作環境 

・ＯＳ･･･Windows7以上 

・アプリケーションソフト･･･Microsoft Excel2010・Word2010以上推奨 

・ＣＤ－ＲＯＭドライブ搭載 

 

○操作方法 

１．ＣＤ－ＲＯＭをドライブに装着します。 

２．画面左中央にある[ＭＥＮＵ]ボタンをクリックします。 

３．表れたメニュー画面からご覧になりたいデータを選択してください。 

 

○その他 

・白書に掲載したグラフと本ＣＤ－ＲＯＭに収録したグラフのイメージは若干異なる場合があり 

ます。 

・編集をする場合は、著作権法で認められた範囲内でフロッピーディスクやハードディスクに 

コピーしてください。 
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